
















第4節 小括 (以上 『山形大学紀要』〔社会科学〕第27巻第1号)






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































≪ENSEIGNEMENT》,≪SOCI宜T豆 poUR LE D宜vELOPPEMENT DE
L'INSTRUCTION 宜L丘MENTAIRE》,in Demnard,D.etFourment,D.,
Dictionnaired'histoiredel'enseignement,Saint-Amand-Montrond,Jean-
PierreDelarge,1981;Lgaud,A.etGlay,E.,L'gcoleprimaireenFrance,t.1
(desorignesえ1afinduSecondEmpire),Paris,LaCiteFrancaise,1934,p.232
ets.
(47)Louis-Grimaud,op.°it.,p.83.
(48).ターザン報告については､Gontard,op.citりpp.48ト484による｡
(49)Nique,op.°it.,pp.92-93.
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(50)ギゾ-は､1787年にニームでプロテスタントの家系に生まれ､1874年に87歳で
この世を去った｡彼の父親は自由主義的な精神をもった弁護士であったが､1794
年に断頭台に送られた.若uときギゾ-は､ジュネ-ヴで学問を修め､次いでパ
リ法律学校に学ぶ｡ラテン語､ギリシア語のほか､いくつかの外国語に通じてい
た.王党派のサロンに通い､1812年､年上のジャーナリスト､ポーリー ヌ･ド･
ムーラン (PaulinedeMeulan)と結婚｡同年､パリの文学フアキュルテの近代
史の教掛 こ任命された.その後､彼は､国家参事官となり､復古王制と､特に7
月王制において､その政治的手腕を発揮した｡1840年から1848年にかけて公教育
大臣と首相を務める｡1849年に亡命先のイギリスからフランスに戻り､歴史研究
に没頭した｡1870年の災難の後､1871年に教育義務への賛意を表明し､1870年に
は高等教育の自由に道を開く委員会を主宰した｡主な著作として､『フランスにお
ける公教育の歴史と現状に関する考察』(1816年)､『回想録』(8巻)､『歴史』､『キ
リスト教に関する省察』などがある(以上の叙述は､Fourrier,op.°it.,pp.106-107
による｡なお､ギゾ-の生涯が要領よくまとめられたRosanvalon,Lemoment
Guizot,p.403ets.も参照)0
(51)Duvergier,op.citリt.33,p.191ets.
(52)Fourrier,op.°it.,p.124.早田専政は､この点について､｢19世紀フランスの教
育立法に共通の特徴として､公私立教育施設の区分が､何よりもまず公費負担の
有無という観点においてなされていることを挙げ､この時代にあっては､公立学
校が公的支出に支えられていたとしても､そのことにより直ちにこれを国家権力
の規律に服せしめることは認められておらず､これら公的教育施設にも､依然と
して､教育の自由の保障は及ぶものと考えられていた点を指摘する｣論者として､
シャルル･フルリエ(Fourrier,Ch.,Dynamiqueinstitutionneledel'enseignement,
D'oavientetoGval'enseignementfranGaisd'aujourd'hui?,Paris,LG.D.J .,
1971,pp.59-61)を挙げている (早田｡前掲､112貢)｡早田は､当時の公立･私立
学校の区分が､｢公費か私費か｣というメルクマールにのみ依拠していたことを根
拠に､たとえ ｢公費の支出｣を伴っても､実質的には私学である教育施設の ｢教
育の自由｣は保障されていたとするようである (｢このような 〔公的〕支出さえ伴
っていれば聖職者がその宗教的理念に従って指導･運営する小学校であっても､
当然それは公立小学校と見なされていた｣〔同上､同貢〕)｡しかし､フルリエは､
そのような議論を展開しているのだろうか｡
フルリ工は､｢公私立教育施設の区分が､何よりもまず公費負担の有無という観
点においてなされていること｣を認める｡｢種々の教育段階に〔公立･私立学校の〕
共存のシステムを徐々に拡大した--･諸法律はみな､確かに､公的な予算で創設
され維持される公立学校と､私的な予算で創設され維持される私立学校を区別し
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ている｡『公立学校に公予算､私立学校に私予算』という格言は､ブルジョワ民主
主義の定数の1つとなっている｣(ibid.,p.61)｡フルリエによれば､｢ブルジョワ
民主主義期｣の ｢教育の自由｣は､｢自治としての自由｣(libert芭IautOnOmie)で
ある (ibidリ p.59,61)｡それは､｢学校を開設する自由のことであり､人々が好き
なことを教える自由のことであるO換言すれば､一定の範囲で､この分野におい
て国家権力から逃れる自由のことである｣｡しかし､この自由を享受するのは､｢公
的･国家的な教育システムに統合されない｣教育施設､つまり､｢私予算｣で賄わ
れる施設だけである｡国家が金を出さない教育施設は､国家の干渉を受けない代
わりに､｢自腹をきらなければならない｣｡要するに､公費負担による教育施設は､
国家の統制に服するということになる｡こうしたフルリエの論理によれば､早田
の意図とは逆に､まさに ｢私立学校｣が公的な負担に支持されているからこそ､
｢公立学校｣として規制を受けるということになるのではないか｡
さらに､私学と言えども､｢教育の自由｣が完全に保障されていたわけではない.
実際､ギゾ一法では､私学の開設に種々の条件が付されており､開業免許を交付
するのは国家である以上､私学の ｢教育の自由｣はそもそも制限されていたはず
である.カトリック党は､この点につき､ギゾ一法の規定する自由は｢人を噂罪
するもの｣であるとし､｢『ユニヴェルシテは､それが片手で与えるように見える
ものを､もう一方の手で引き留めていた』｣と批判する(Buisson,op.cit.,p.1581).
さらに､問題を､フルリエがいう ｢ブルジョワ民主主義｣の時代における諸立法
に拡大する場合､国家は､私学の教育が､道徳や惹法､その他の諸法律などに反
しない限りでそれを公認したのであり､学位の授与に至っては国家独占が貫徹さ
れていた (cf.Fourrier,Dynamiqueinstitutionneledel'enseignement,pp.60-
61)｡また､国家の監督は教育内容にも及んでいた｡
(53)Leif,∫.etRustin,GリHistoiredesinstitutionsscolaires,Paris,Delagrave,
1954,p.150. これに対して､市町村に課された義務には､いかなる制裁も予定さ
れていなかったことを捉えて､それを ｢理論上の義務｣であるとする見解がある
(Chevalier,P.,Grosperrin,B.,Mailet,J.,L'EnseignementfranGaisdela
R芭volutionamosjours,Paris,Mouton,1968,p.71).
(54)Guizot,Fr.,Mさmoirespourserviral'histoiredemomtemps,t.3,Paris,
MichelLをvyFreres,1860,p.66.
(55)Ibidリp.74.
(56)Ibid.,i).67.
(57)私立学校開設の自由については､1回目の代議院審議の際に､ヴァトウ(Vatout)
が問題とした｡ヴァトウは､イエズス会を標的として､｢初等教師および初等教育
機関を紡織しようとす る団体はすべて､市町村会または県会の意見にもとづいて
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発せられ､法令集に登載される国王オルドナンスによって認可されねばならない｣
という条項の追加を求めた｡彼は､有害かつ危険な修道会 (イエズス会)が教育
システムに侵入することを阻止すべきであると言う｡彼の提案する修正条項がな
ければ､｢我々に恩恵として供される法律が1つの危険となりうる｣のであった｡
複数の議員が彼を反駁する｡ド･ラボルド (DeLaborde)は､あらゆる団体､し
たがって､世俗的な団体を種々の手続に服せしめる修正案は､｢教育の自由および
結社の精神への制限｣をもたらすものであり､単に能力と道徳の資格証書の取得
だけを要求する法律のシステムに矛盾するものであると述べたo公教育大臣ギゾ
-は､次のように述べる.すなわち､宗教団体であろうと世俗団体であろうと､
団体は一般に､認可を取得することが義務づけられており､無認可の場合は違法
な存在として取り締まられるから､合法な団体に重ねて認可手続を課す必要があ
るのだろうか､と｡ヴァトウは､セクトの精神の侵入を阻止するのに自分の修正
案は極めて有効であり､それが採用されなければ､｢国の将来を危うくするであろ
う人間たちの団体｣がフランス全土で結成されてしまうではないか､と反論する｡
しかし､法案提案者のルヌアール (Renouard)が､最後に､ヴァトウ修正案は､
｢教育の自由を確立することを目指.す法案の精神､および結社の精神に反する｣
とともに､｢全く無力｣であり､ヴァトウが目指している｢諸結果のうちのどれに
も至ることができない｣として修正案に反対し七O結局､代議院は圧倒的多数で
修正案を否決した｡A.P.,2.S.,t.LXXXIII,p.255ets.
(58)Gontard,op.cit.,pA98.
(59)Guizot,op.°it.,t.3,pp.61-62.しかし､当初の政府法案21条は､明確に教育義
務を規定するものではないが､子どもに教育を受けさせるよう親に促す､暖味な
表現を用いている(市町村委員会は､｢初等教育を家庭で受けていないか､または
受けなかったので､その親の承認があれば､またはその要求にもとづき､公立学
校に就学させられるべき子どものリストを作成する｣)｡しかし､代議院での最初
の審議までの間に､議会委員会が政府法案に修正を加え､そこに落ちていた義務
の影が払拭される(市町村委員会は､｢家庭でも､私立または公立学校でも､初等
教育を受けない子どものリストを作成する｣)oこれがギゾ一法に維持されること
になる (21条)｡
(60)A.Pリ2.S,t.LXXVIII,p.470.
(61)Guizot,op.°it.,t.3,pp.63-64.
(62)ただし､先に見たように､親の良心の自由に配慮したギゾ-は､それを保障す
る規定を挿入したのだった(ギゾ一法の第2条)｡もっとも､かかる規定は暖昧さ
を招く原因となる｡親は､宗教教育に子どもが参加しないことを保証されたであ
ろうか｡また､親には､宗教教育において基幹となる宗派の選択可能性はあった
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のであろうか｡そのような疑問が生じるであろう｡Gontard,op,citりp.501.
(63)Ibid.
(64)ギゾ-は言う｡｢諸法律の目的は､必要なものを与えることであって､可能にな
りうることをかなえることではない｡また､それらの任務は､社会的な力を規制
することであって､社会的な力を一様に刺激することではない｣｡Guizot,op.cit.,
t.3,p.66,
(65)ギゾ-は､｢教育の拡張によって､近代的な生産のために要求される最低限の知
識を備えた労働者をブルジョワジーに供給することに努める｣(Cogniot,op.°it.,
Ipp.48-49)0
(66)Guizot,op.cit.,t.3,pp.68169.
(67)Ibid.,p.70.
(68)なお､国家の関与については､公教育大臣による教師の叙任制度が問題とされ
た｡市町村学校の教師はアロンデイスマン委員会が任命し､大臣が叙任する｡こ
れには､反ユニヴェルシテ勢力から激しい批判が捷起されたが､論争の末､結局
はかかる制度が維持された (1833年法の22条)0
(69)A.Pリ2.S.,t.LXXXIII,p.286.
(70)Ibid.,pp.286-288.
(71)委員会報告の報告者クーザンは､聖職者は学校の監督に不可欠だから委員会の
常任メンバーになるべきだとする｡彼はまた､回避すべき2つの誤りを挙げてい
る｡｢1つは､聖職者の権威に､委員会における議長職と強い影響力を与えること
であり(これは復古王制の誤りだ)､もう1つは､委員会から聖職者の.権威を排除
することである｣(A.Pリ2.S.,t.LXXXIV,pp.53-54)0
(72)A,P.,2.S.,t,LXXXIV,pp.242-243.
(73)A.Pリ2.Sワt.LXXXV,p.175.
(74)Guizot,op.°it.,t.3,p.344.
(75)ただし､ギゾ一法は男子初等教育にのみかかわるO女子教育の整備が進むのは､
ギゾ-後である｡ギゾ-の後継者 (Pelet)の名を冠される1836年6月23日法 (ペ
レ法)によって､女子学校の問題が解決される｡
(76)Briand,∫.-P.etalリL'enseignementprimaireetsesextensions,annuaire
statistique,19e-20esiさcles,Paris,I.N.R.P./宜conomica,1987,p.115,155によれ
ば､公立･私立の初等学校数は､1832年に40,092校であったものが､1846年には63,
028校に増加している｡初等学校の生徒数は､1832年の1,937,582人から1846年には
3,530,135人となり､およそ150万人の増である｡シャルル ･フルリエ (Fourrier,
L'En甲ignementfranGais,pp.1091110)によれば､学校を保有しない市町村の数
は減少する｡1832年に8,000､1837年に5,667､1840年に4,197､1843年に2,400とい
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った具合である｡師範学校に?いては､7月王制は､既存の47校に､1833年に18
校､1834年に8校､1835年に3校を加えた｡ただし､すべての県に師範学校が設
置されるには50年かかる｡7月王制が､教育､特に民衆教育の発展のために力を
注いだことは明らかである｡しかし､就学状況は依然として非常に不規則であっ
た｡非識字者の割合は､1834年～1848年に47%から33%までしか低下していない0
生徒数の増大に見合わないこの数字が､そのことを説明する｡
(77)ターザン報告によれば､プロシアの初等教育の恵章と言うべき1819年の法律は､
5歳から14歳まで子どもを就学させる義務､または､家庭で十分に子どもを教育
したことを証明する義務を親に課していた｡それは､軍事的な徴兵に対応する､
一種の ｢知的･道徳的な徴兵｣である｡教育義務は､義務を拒否する親に対する
制裁措置を予定する法律によって担保されていたoGontard,op.°it.,pp.478-479.
(78)Fourrier,L'EnseignementfranGais,p.107.
(79)A.P.,2.S.,t.LXXVIII,p.465.
(80)Ibidリp.466.
(81)Guizot,op.°it.,t.3,p.56.
(82)Ibidリp.69.
(83)Cf,ibid.,pp.54-55.
(84)A.Pリ2.S.,t.LXXVIII,p.466.
(85)早田専政は､ギゾ-は ｢教育の自由｣の信奉者であったとする (早田･前掲､
113貢)｡しかし､後述するように､そうした見解は妥当ではない｡
(86)Nique,op.°it.,p.110.
(87)Rosanvalon,LemomentGuizot,p.60.
(88)Guizot,op.cit"t.3,pp.344-345.
(89)ギゾ一･純理派を中心に､政府支配層が初等教育政策の基部に据えた主導原理
については､異なる2つの見方がある｡すなわち､①社会階層構造を固定化し､
もって社会秩序および国家秩序の安定を生ぜしめることを企図したものと解する
見方と､②社会の階統秩序原理として能力･業績主義が選択されたという前提か
ら､民衆に社会的上昇への回路を開くことを通じて､支配に対する被支配層の支
持を獲得することを狙ったものと解する見方である｡この立場の相違は､7月王
制を主導した純理派の理論に内在していた矛盾する二面的構造のいずれの側面に
力点をおいて問題を説明するかの違いに対応しているOピエー)I/r･ローザンヴァ
ロン (PierreRosanvalon)が指摘するように､業績 ･能力主義とエリート理論
に支えられる､社会的移動性および社会的上昇を軸とした社会思想と､現存の社
会秩序の変更を社会的混乱と規定し､秩序の保守を教育の任務とする教育観とが､
ギゾ-ら純理派の社会理論内部に矛盾的に存在している (cf.Rosanvalon,Le
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momentGuizot,p.246ets.)0
先の②の立場から､小田中直樹(『フランス近代社会1814-1852』〔木鐸社･1995
年〕の特に第5章 1節､第6章6節)は､｢社会的上昇｣に純理派の統治政策の特
質を兄いだす｡それによると､少なくとも7月王制初期には､支配層により､｢社
会の階統秩序の基準となる原理｣-｢秩序原理｣として､先天的な生まれを秩序原
理とする｢先天性原理｣ではなく､｢能力による地位の獲得｣すなわち社会的上昇
を中核とする｢後天性原理｣が採用されたと見られる｡そのとき､｢初等教育は生
まれの重要性を強調する先天性原理に対抗し､競争による知識の獲得によって民
衆の社会的上昇を実現すべきものとして把鍵かつ支持され､統治政策の中に重要
な位置を与えられる｣(前掲書､283貢)ことになる｡
これに対し､(丑の見方も有力に提示される(例えば､小山勉 〔前掲､309貫〕や
ダグラス･ジョンソン 〔Johnson,D.,GUIZOT,aspectsofFrenchhistory1787
-1874,London:Routledge&KeganPaul/Toronto:UniversityofToronto
Press,1963〕)O特に､ジョンソンは､｢ギゾ一によって構築されたシステムは､社
会に固定したパターンを押しつけようとする企てであった｡教育システムは､ブ
ルジョワジーと貧困階層の二元性(dualism)を招来するとともに､それを強化し
たのであり､それを変えようとするものではなかった｣(p.153)と述べ､小田中
の見解とは明確に対立するように見える｡
本稿も､基本的には､後者(冒頭の区分では①)の立場に同調する｡中谷猛(『近
代フランスの思想と行動』〔法律文化社･1988年〕10-11貢)によれば､ギゾ一に
とって､人間の社会的な不平等性は当然の前提である｡したがって､｢万人の平等｣
という観念は､｢統治活動における政治的向上と社会における均衡のとれた発展に
対する破壊を意味する｣｡平等化の促進は､デモクラシーの危険を招来する｡1832
年の著書におuて､後に公教育大臣となるサルヴァンディ (Salvandy)は､｢デ
モクラシーは､バランスを欠くので､必然的に民衆のアナーキーに至る｣と記し
ている(Salvandy,VingtMoisoulaRevolutionde1830etlesrgvolutionnai.res,
p.59,citeparRosanvalon,Lamonarchieimpossible,p.164)O革命精神に抵抗
し､保守主義の権化となるギゾ一にとって､無秩序としてのデモクラシーに対抗
して社会秩序の維持を図ることは､初等教育の重要な任務となる｡ローザンヴァ
ロンによれば､ギゾ-は､教育の普遍性を要求しなO.教育は､人間の平等を前
進させる道具ではない｡諸能力の不平等に立脚する社会に一貫性を与え､社会的
混乱としてのデモクラシーの危険を予防することこそが､教育の目的である
(Rosanvalon,LemomentGuizot,p.246)0
実際､ギゾ一法における ｢基礎初等教育｣と｢上級初等教育｣の間には､何らの
連結性もない｡中等教育段階との関係も同様である｡ギゾ-の制度は､それぞれ
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の教育段階に妥当する社会階層･階級の差異が当然に前提とされた制度であると
見られる｡その点で､フランス社会は､階層化された状態にとどまることを運命
づけられているO吟)えに､ギゾ-ら純理派の課題意識は､社会的上昇を促進する
ことよりは､むしろ社会秩序･社会階層構造の保守ではなかったかと思われる｡
かかる見方からすると､デモクラシーと連結されず､基本的に階層間の移動性が
制限された社会が(教育制度も同様の構造をもつが)､その発展の契機を大幅に限
定されていたことも当然となろう｡近代国家としての完成を絶えず追求すべき時
期に､それは重大な阻害要因ではなかったか｡だとすると､ギゾ-が (それ自体
不完全な)教育システムを固定化することを選んだのは､重大な政治的過失とい
うべきであろう (cf.Crubelier,M.,L'6coler専publicaine1870-1940,Paris,
Christian,1993,p.39)0
ただし､ギゾ-が完全に社会的上昇の回路を封鎖してuたと考えることは､明
らかに不当であろう｡彼はそれを完全に開放しなかったが､完全に閉鎖すること
もなかった.ただ､回路が非常に狭院だったとuうことであるO桜井哲夫(Fr近
代｣の意味』〔日本放送出版協会･1984年〕58貢)も指摘するように､社会的上昇
の回路､またそのシンボルとして教育システム (学校)が大きな意味をもつよう
になるのは､第3共和制期である｡7月王制期には､それを実現しうる社会的･
政治的背景が存在しなかったのではないか｡デモクラシーは､そのとき回避すべ
きものであったから､貴族的特権が地盤沈下しても､新たな貴族階層-中産階級
が台頭すれば､その特権が社会的上昇の回路に陸路を設けるのではなかろうか｡
また､政治体制が安定を示すことも必要であろう｡第3共和制が初期の浪乱を抜
け出し､全般的な安定期を迎える頃､社会的上昇と教育システムとの結合が実効
化するのだから｡
(90)A.P.,2.S.,t.LXXXIII,p.287.
(91)Ibid.,pp.246-247.
(92)ギゾ-は､｢学校において､道徳･宗教教育の代わりに､公民教育と呼ばれるも
のを導入するとき､まず､道徳および宗教を必要としている子どもに対する重大
な過ちが犯されるであろうし､次には､恐るべき抵抗が引き起こされるであろう｣
(A.P.,2.S.,t.LXXVIII,p.465)と言うO｢公民教育｣が､フランス革命の記憶と
分かち難 く結びついていることが､それを忌避する原因の1つであろう｡事実､
｢1790年から総裁政府の末期まで､諸国民議会によって作成された諸プログラム
のいかなる部分も､それほど異議を唱えられなかったOすべての党派が一致して､
道徳 ･公民教育の必要性を承認する｣(Buisson,op.°it.,t.1,p.399)0
(93)ターザンによれば､｢まさに道徳教育だけが､人および市民を作ることができるo
そして､宗教なくしては､道徳は存在し.ないのである｣(A.P.,2.S.,t.LXXXIV,p.
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49)｡ここに､市民を形成するための ｢公民教育｣と ｢道徳･宗教教育｣の連鎖が
兄いだされることになるのであろう｡
(94)Guizot,op.°it.,t.3,pp.69-70.
(95)Rosanvalon,LemomentGuizot,p.239.
(96)Gontard,op.citリp.493.
(97)Ponteil,F.,Histoiredel'enseignementenFrance,1esgrandesをtapes(1789
-1964),Paris,Sirey,1966,p,202.
(98)Guizot,op.cit.,t.3,p,70,
(99)Fourrier,L'EniseignementfranGais,p.125.
(100)Guizot,op.°it.,t.3,p.348.
(101)RebouトScherrer,F.,Laviequotidiennedespremiersinstituteurs(1833-
1882),Paris,Hachette,1989,p.48.
(102)Guizot,op.citリー.3,p.14.
(103)Nique,op.°it.,p.116.
(104)Cf.Rosanvalon,LemomentGuizot,p.223ets.
(105)Guizot,op.°it.,t.3,p.105.
(106)Nique,op.°it.,p.119.
42
